
財務省 5政3-2

上記目標の

概要

財政投融資（用語集参照）は、財投債（国債）（用語集参照）の発行により調達した資金など

を財源として、政策金融機関・独立行政法人等や地方公共団体に対し、政策的な必要性はある

ものの、民間だけでは対応が困難な大規模・超長期プロジェクトなどについて、長期・固定・

低利の資金などの供給を行うものです。また、補助金等の予算措置とは異なり、利用料収入が

見込まれる等、将来のリターンを前提としている点に特徴があります。

財政投融資の資金を、どのような事業に、どの程度供給するかについては、国民のニーズや

社会経済情勢等の変化などを踏まえ、政策的必要性や民業補完性・償還確実性等を精査し、必

要な資金需要に的確に対応していきます。

さらに、財政投融資に対する国民の信頼を確保し、対象事業の重点化・効率化を図る観点か

ら、財政投融資計画（用語集参照）編成、運用プロセス、将来の政策コスト等に関する情報開

示の推進を通じて、財政投融資に関するディスクロージャーを推進するとともに、財政投融資

対象機関に対するチェック機能の充実を図っていきます。

その他、貸付金の確実な回収と的確な資産負債管理（ＡＬＭ）（用語集参照）により財務の健

全性の確保に努めます。

上記目標を達成するための施策

政３-２-１：社会経済情勢等の変化を踏まえた、財政投融資対象機関に対する適切な審査に基

づく財政投融資計画の編成

政３-２-２：政策コスト分析等のディスクロージャーの推進

政３-２-３：財政投融資対象機関に対するチェック機能の充実

政３-２-４：貸付金の確実な回収と的確な資産負債管理による財務の健全性の確保

政策目標３－２についての評価結果

政策目標についての評定Ｓ 目標達成

評
定
の
理
由

財政投融資の対象として必要な事業を実施する機関の資金需要に的確に対応するため、令和６年度

財政投融資計画編成や令和５年度財政投融資計画補正等を行いました。また、ディスクロージャーの

推進のため政策コスト分析の実施が可能な財政融資対象の全機関において政策コスト分析の実施及び

公表内容の充実等に取り組んだほか、チェック機能の充実のため実地監査等に取り組みました。

すべての施策が「ｓ 目標達成」であるため、当該政策目標の評定は、上記のとおり、「Ｓ 目標達

成」としました。

政

策

の

分

析

必要性・有効性・効率性等

財政投融資の対象事業の重点化・効率化を図りつつ、必要な事業への資金供給を確保することは、

資源配分の調整機能や経済の安定化機能を通じて、我が国経済の健全な発展を実現するために必要で

す。また、財政投融資のディスクロージャーに努めることは、財政投融資に関する透明性を確保し、

国民からの信頼、市場からの信認を維持するために必要です。

令和６年度財政投融資計画については、成長力強化に向けた重要分野（賃上げ、スタートアップ、

ＧＸ、サプライチェーン強靱化等）や、国際環境変化への対応（日本企業の海外展開支援、天然資源

確保等）等に重点的に資金を供給することとしています。また、令和５年度財政投融資計画補正にお

政策目標３－２：財政投融資の対象として必要な事業を実施する機関の資金需要への的確な対応、

ディスクロージャーの推進及び機関に対するチェック機能の充実
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いては、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年11月２日閣議決定）を踏まえ、8,860億円

の追加を行いました。そのほか、同年度財政融資資金運用計画においても、9,014億円、1,237億円と

２回の弾力追加を行い、必要な資金需要に的確に対応しました。

政策目的の達成のため、対象分野、スキーム、事業及び財投の規模等について、政策的必要性、民

業補完性、有効性や償還確実性等の観点から、対象事業の重点化・効率化を図りました。

施策
政３－２－１：社会経済情勢等の変化を踏まえた、財政投融資対象機関に対する適切な審査に基づく

財政投融資計画の編成

測
定
指
標
（
定
性
的
な
指
標
）

[主要]政3-2-1-B-1：社会経済情勢等の変化を踏まえた、政策評価を活用した適切な審査に基づく財政

投融資計画の編成

目 標

令和６年度財政投融資計画の編成においては、国民のニーズや社会経済情勢等

の変化などを踏まえ、政策的必要性や民業補完性・償還確実性等を精査し、政策

的に必要な資金需要に的確に対応していきます。

達成度
目標の設定の根拠

財政投融資の原資が財投債等の公的資金であるということから、政策的必要性

や民業補完性・償還確実性等を精査し、国民のニーズや社会情勢等の変化などを

踏まえた財政投融資計画の編成を行うことで、財政投融資を活用して政策的に必

要な資金需要に的確に対応することが可能となるためです。

実績及び目

標の達成度

の判定理由

令和６年度財政投融資計画の策定にあたっては、成長力強化に向けた重要分野

（賃上げ、スタートアップ、ＧＸ、サプライチェーン強靱化等）や、国際環境変

化への対応（日本企業の海外展開支援、天然資源確保等）等に重点的に資金を供

給することとしました。他方、新型コロナウイルス感染症をめぐる状況変化等も

あり、その結果、令和６年度財政投融資計画の規模は、133,376億円（５年度計

画比18.0％減）となりました。

また、令和５年度財政投融資計画補正においては、「デフレ完全脱却のための

総合経済対策」（令和５年11月２日閣議決定）を踏まえ、成長力の強化・高度化

に資する国内投資の促進や、国民の安全・安心の確保等の取組を推進するため、

8,860億円の追加を行いました。

そのほか、令和５年度補正予算（第１号）の成立、令和５年度一般会計予備費

使用についての閣議決定（令和６年１月26日、３月１日）等に伴い地方公共団体

が実施する事業にかかる資金の確保のため、同年度の財政融資資金運用計画にお

いて、地方公共団体に対する財政融資資金をそれぞれ9,014億円、1,237億円増額

手当て（弾力追加）しました。

・「令和６年度財政投融資計画（令和５年12月22日公表）」

（https://www.mof.go.jp/policy/filp/plan/fy2024/index.html）

・「令和６年度予算編成等における政策評価の活用状況」

（ https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/policy_evaluation/proceedings/mat

erial/79seihyoukon02.pdf）

上記実績のとおり、令和６年度財政投融資計画の策定においては、社会経済情

勢等の変化を踏まえ、政策的必要性や民業補完性・償還確実性等を精査しつつ、

○
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必要な資金需要に的確に対応することとしたことから、当該測定指標の達成度を

「○」と評価しました。

[主要]政3-2-1-B-2：産業投資を活用した長期リスクマネーの供給

目 標

令和６年度財政投融資計画の編成において、産業投資については、投資によっ

て長期リスクマネーを供給し、リターンが期待できるものの、リスクが高く民間

だけでは十分に資金が供給されない事業を支援していきます。

その際、出資先の官民ファンドに対しては、「官民ファンドの運営に係るガイ

ドライン」等に基づき、政策目的の実現及び出資の毀損の回避の観点から、的確

に投資を実行するための業務態勢の確保や投資実績の適切な評価等、適切な運営

を求めるとともに、投資内容及び投資実行後の状況等を確認します。また、「新

経済・財政再生計画改革工程表2022」に基づく検証等を踏まえ、各官民ファンド

及びその監督官庁からの要求を審査します。

達成度
目標の設定の根拠

中長期的な視点に立った投資は、日本経済の持続的成長を支える重要な要素の

ひとつであるため、リスクが高く民間だけでは十分に資金が供給されない分野に

リスクマネーを供給し、民間資金の呼び水・補完を行っていく必要があります。

このため、官民の適切なリスク分担の下、産業投資による中長期のリスクマネー

や成長資金の供給拡大を図るものです。

また、収益性の観点から、特に官民ファンドは収益の変動及びリスクが相対的

に大きく、一時的に累積損失が生じることは設立当初より想定されるものの、一

部の官民ファンドにおいて累積損失が大きくなっていることを踏まえ、令和５年

度目標で掲げる各取組を行うことで、政策目的の実現及び出資の毀損の回避が可

能となるからです。

実績及び目

標の達成度

の判定理由

令和６年度財政投融資計画における産業投資については、サプライチェーン強

靱化や、スタートアップ支援のほか、ＧＸへの取組支援等に対し、リスクマネー

を供給することとしました。なお、出資に際しては、事業の進捗等を踏まえて実

行することとしています。

その際、出資先のうち、特に官民ファンドに対しては、政策目的の実現及び出

資の毀損の回避の観点から、必要に応じ株主総会等の機会において適切な運営を

求めました。また、各官民ファンド及び監督官庁からの要求に対する審査にあた

っては、財政投融資分科会等において、「新経済・財政再生計画改革工程表

2022」を踏まえた投資計画の進捗状況を含む、これまでの投資内容及び投資実行

後の状況、今後の運営方針等を確認しました。このほか、官民ファンド等と地域

金融機関等とのネットワーク構築及び案件組成の観点から、地域金融機関等を対

象とした官民ファンド等の合同説明会を２か所の財務局と共同開催しました。

上記実績のとおり、産業投資を活用した長期リスクマネーの供給を行ったこと

から、当該測定指標の達成度を「○」と評価しました。

○
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施策についての評定 ｓ 目標達成

評
定
の
理
由

令和６年度財政投融資計画については、成長力強化に向けた重要分野（賃上げ、スタートアップ、

ＧＸ、サプライチェーン強靱化等）や、国際環境変化への対応（日本企業の海外展開支援、天然資源

確保等）等に重点的に資金を供給することとしています。また、令和５年度財政投融資計画補正にお

いては、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年11月2日閣議決定）を踏まえ、8,860億円

の追加を行いました。そのほか、同年度財政融資資金運用計画においても、9,014億円、1,237億円と2

回の弾力追加を行い、必要な資金需要に的確に対応しました。

また、産業投資において、サプライチェーン強靱化や、スタートアップ支援のほか、ＧＸへの取組

支援等に対し、リスクマネーを供給することとしました。その際、出資先のうち、特に官民ファンド

に対しては、政策目的の実現及び出資の毀損の回避の観点から、必要に応じ株主総会等の機会におい

て適切な運営を求めるとともに、各官民ファンド及び監督官庁からの要求に対する審査にあたって

は、投資内容及び投資実行後の状況等を確認しました。

以上のとおり、すべての測定指標が「○」であるため、当該施策の評定は、上記のとおり、「ｓ

目標達成」としました。

政３－２－１に係る参考情報

○ 令和６年度財政投融資計画の重要施策について見ると、以下のとおりです。

・ 成長力強化に向けた重要分野への投資については、株式会社日本政策金融公庫において、賃上げに取

り組む中小・小規模事業者への金融支援により構造的賃上げの実現に向けた環境整備を促進するととも

に、スタートアップの資金需要に的確に対応し、成長を後押しすることとするほか、株式会社日本政策

投資銀行において、インフラ・製造業への長期資金供給に加え、サプライチェーン強靱化・インフラ高

度化やＧＸ、スタートアップに対して重点的にリスクマネーを供給することとしています。このほか、

株式会社産業革新投資機構において、スタートアップ向け投資、大企業・中堅企業向け成長・事業再編

投資、民間ファンドへのＬＰ出資により我が国の産業競争力強化に資するリスクマネー供給を行うこと

としています。

・ 国際環境変化に対応するための海外投融資については、独立行政法人国際協力機構において、開発途

上国の社会経済の安定や、グローバル・サウス諸国との連携強化のため、日本の高い技術・ノウハウを

活用した質の高いインフラ輸出等を支援することとするほか、株式会社国際協力銀行において、『「株式

会社国際協力銀行法」（平成 23 年法律第 39 号）』の改正による業務拡充を踏まえ、サプライチェーン強

靱化の取組を行うとともに、引き続き、地球環境保全を目的としたＧＸの取組を支援することとしてい

ます。このほか、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構において、天然ガスやレアメタル等の金

属鉱物資源の安定的な供給に向けた取組のための出資等を行うこととしています。

・ 地方公共団体向けについては、地方債計画に基づき、社会資本整備や災害復旧を中心に、地方公共団

体の円滑な資金調達に貢献する観点から、必要な資金需要に的確に対応することとしました。

○ 財政融資資金の資金調達に関しては、新たな貸付け及び既往の貸付けの継続に必要な財源として、令

和６年度において、財投債100,000億円の発行を予定しています。また、財政融資資金の資金繰りのため、

財政融資資金証券35,000億円の発行を予定しています。
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参考指標１：「財政投融資計画の推移フロー・ストック」

財政投融資計画の推移（フロー） 財政投融資計画の推移（ストック）
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参考指標２：「財政投融資計画及び実績機関別」

（単位：億円）

区 分
令和４年度 令和５年度

改定計画

令和６年度

当初計画改定計画 実績

特別会計
   

食料安定供給特別会計 8 7 8 7

エネルギー対策特別会計 104 104 83 79

自動車安全特別会計 1,645 1,562 1,185 360

政府関係機関
   

(株)日本政策金融公庫 48,116 7,407 60,975 40,075

沖縄振興開発金融公庫 2,243 762 2,064 2,016

(株)国際協力銀行 19,060 13,428 22,720 11,040

(独)国際協力機構 11,427 11,395 16,746 16,420

独立行政法人等
   

全国土地改良事業団体連合会 9 9 13 15

日本私立学校振興・共済事業団 221 221 272 287

(独)日本学生支援機構 5,849 5,767 5,881 5,256

(国研)科学技術振興機構 48,889 48,889 － －

(独)福祉医療機構 8,565 3,662 2,642 2,102

(独)国立病院機構 111 111 286 660

(国研)国立成育医療研究センター 10 10 9 10

(国研)国立長寿医療研究センター 2 2 2 2

(独)大学改革支援・学位授与機構 511 496 758 875

(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構 2,401 2,289 651 671

(独)住宅金融支援機構 2,749 2,523 2,607 2,663

(独)都市再生機構 5,124 4,000 5,000 5,200

(独)日本高速道路保有・債務返済機構 3,200 3,200 12,530 10,230

(独)水資源機構 14 14 4 5

(国研)森林研究・整備機構 49 49 46 43

(独)エネルギー・金属鉱物資源機構 549 412 1,396 852

地方公共団体
   

地方公共団体 33,909 31,417 34,489 23,258

特殊会社等
   

(株)脱炭素化支援機構 200 102 400 250

(株)日本政策投資銀行

(株)産業革新投資機構

9,000

－

5,681

－

8,400

－

7,350

800

(一財)民間都市開発推進機構 350 200 350 500

中部国際空港(株) 231 231 161 235

(株)民間資金等活用事業推進機構 500 － 500 500

(株)海外需要開拓支援機構 90 90 80 90

(株)海外交通・都市開発事業支援機構 1,169 630 1,087 925

(株)海外通信・放送・郵便事業支援機構 405 310 453 600

合 計 206,710 144,981 181,798 133,376

（出所）理財局財政投融資総括課調

（注１）令和４年度実績は、令和４年度の決算時の見込値である。

（注２）改定計画には、各年度の特別会計予算総則の規定に基づく長期運用予定額の増額分を含む。

参考指標３：「財政融資資金の融通条件」

(https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-

of_filp/proceedings/material/zaitoa20231221/zaito20231221_04.pdf)
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[主要]政3-2-2-B-1：政策コスト分析の充実

目 標
財政融資対象の全機関において政策コスト分析の実施及び公表内容の充実に

努めます。
達成度

施策 政３－２－２：政策コスト分析等のディスクロージャーの推進

測
定
指
標
（
定
量
的
な
指
標
）

[主要]政3-2-2-A-1：財政投融資関係の定期的な資料の公表及び内容の充実

年度 作成頻度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 達成度

財政投融資の概要 年１回 ○ ○ ○ ○ ○

○

財政投融資リポート 年１回 ○ ○ ○ ○ ○

OVERVIEW OF FILP 年１回 ○ ○ ○ ○ ○

政策コスト分析

リポート
年１回 ○ ○ ○ ○ ○

POLICY COST

ANALYSIS REPORT
年１回 ○ ○ ○ ○ ○

財政金融統計月報 年１回 ○ ○ ○ ○ ○

財政融資資金現在高 月１回 ○ ○ ○ ○ ○

産業投資現在高 月１回 ○ ○ ○ ○ ○

財政融資資金預託金

利･貸付金利
月１回 ○ ○ ○ ○ ○

翌年度財政投融資計

画要求
年１回 ○ ○ ○ ○ ○

財政投融資計画月別

実行状況
月１回 ○ ○ ○ ○ ○

財政投融資リポートの内容の

充実に向けた取組解説を充

実させたトピック等

昨今の経済・

金融情勢を踏

まえた産業投

資の活用につ

いて記載

時々の経

済・金融情

勢等を踏ま

えた内容を

記載

新型コロナ

ウイルス感

染症対策と

しての財政

投融資の活

用について

記載

新型コロナ

ウイルス感

染症対策や

ポストコロ

ナの時代に

向けた財政

投融資の活

用について

記載

財政投融資

リポートの

内容を見直

し、より分

かりやすい

ものとなる

よう充実を

図る。

（出所）理財局財政投融資総括課調

（注）リポート等を、所定の頻度で作成している場合には○、作成していない場合には－を記載。なお、「財政投融資の

概要」については、令和元年度から発行しております。

目標値の設定の根拠

財政投融資に関するディスクロージャーを推進し、国民からの信頼、市場からの信認を維持するた

め、財政投融資計画の編成及び運用、財政融資資金の資産・負債の状況等に関して情報開示を行うこと

が重要なためです。

目標の達成度の判定理由

実績値が目標値に達したため、当該測定指標の達成度は「○」と評価しました。
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測
定
指
標
（
定
性
的
な
指
標
）

目標の設定の根拠

財政投融資に対する国民の信頼、市場からの信認を確保する観点から、ディ

スクロージャーを積極的に推進する必要があるためです。

実績及び目

標の達成度

の判定理由

財政融資を活用している事業について、政策コスト分析の実施が可能な財政

融資対象の全機関が一定の前提条件を設定して政策コスト分析を実施しまし

た。公表に当たっては、より国民の理解につながるよう、政策コストの枠組み

や分析手法、分析結果の概要などについて、ポイントを絞ってわかりやすくま

とめた資料を作成しました。

また、従来より作成・公表している「政策コスト分析リポート」について

は、解説の一部をよりわかりやすいものとし、ディスクロージャーの充実に努

めました。

・「政策コスト分析リポート2023・財政投融資対象事業に関する政策コスト分

析（令和５年度）」

(https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-

of_filp/report/zaitoa20230731/20230731g.pdf)

上記実績のとおり、財政融資を活用している事業について、政策コスト分析

の実施が可能な財政融資対象の全機関において政策コスト分析を実施するとと

もに、公表内容の充実に努めたことから、当該測定指標の達成度を「○」と評

価しました。

○

［主要］政3-2-2-B-2:財政投融資計画編成に係る情報の公表

目 標

令和６年度財政投融資計画編成過程において開催される財政制度等審議会財

政投融資分科会への提出資料等を速やかに公表します。

達成度
目標の設定の根拠

財政投融資計画編成に対する国民の信頼、市場からの信認を高める観点か

ら、ディスクロージャーを積極的に推進する必要があるためです。

実績及び目

標の達成度

の判定理由

財政制度等審議会財政投融資分科会への提出資料については、財政投融資分

科会終了後、同日中に財務省ウェブサイトにて公表を行いました。また、議事

要旨についても、速やかに公表しました。

以上のとおり、財政投融資分科会への提出資料等については、速やかに公表

していることから、当該測定指標の達成度を「○」と評価しました。

○

施策についての評定 ｓ 目標達成
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評
定
の
理
由

財政投融資について、国民の理解を深め、その運営についてのチェックを容易にする観点から、ＰＤ

ＣＡの各段階において、わかりやすい情報発信や透明性の確保に努めています。また、財政融資を活用

している事業について、政策コスト分析の実施が可能な財政融資対象の全機関の政策コストの分析結果

を取りまとめ、公表するとともに、公表内容の充実に努めました。

また、財政投融資計画編成に対する国民の信頼を高める観点から、財政制度等審議会財政投融資分科

会への提出資料等を速やかに公表しました。

以上のとおり、すべての測定指標が「○」であるため、当該施策の評定は、上記のとおり、「ｓ 目

標達成」としました。

政３－２－２に係る参考情報

財政投融資の透明性の確保への取組

（出所）理財局財政投融資総括課

○ 令和５年度においては、①財政投融資計画決定時における、重点分野を説明した「財政投融資計画参

考資料」や財投機関別の残高見込を記載した「財政投融資計画残高見込」等の公表（Ｐｌａｎ）、②財政

投融資の貸付などの執行状況の月次別・一件別の公表（Ｄｏ）、③従来の財務局等が行う実地監査に加え

て、先進事例の紹介やセミナーの開催支援等、監査先の課題解決に向けた取組に資するアドバイス機能

の充実（Ｃｈｅｃｋ）、④編成過程における審査の論点や審査当局の考え方について整理した情報の公表

（Ａｃｔｉｏｎ）、などに取り組みました。

また、「財政投融資リポート」や、財政融資資金の月々の資産・負債の概要を示している「財政融資資

金現在高」は、多くの人が手軽にアクセスできるよう、財務省ウェブサイト

（http://www.mof.go.jp/policy/filp/publication/index.html）に掲載しています。
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参考指標１：「各機関における政策コスト」

  （単位：億円）

機 関 名

政策コスト
① 分析期首までに

投入された出資金等

の機会費用分

② 分析期間中に

新たに見込まれる

政策コスト

（５年度）

融

資

系

機

関

(株) 日本政策金融公庫 17,302 37,679 △ 20,377

沖縄振興開発金融公庫 △ 171 699 △ 870

(株) 国際協力銀行 1,099 7,092 △ 5,993

(独) 国際協力機構 7,487 50,242 △ 42,755

(独) 日本学生支援機構 578 0 578

(独) 福祉医療機構 △ 157 708 △ 865

(独) 住宅金融支援機構 △ 1,737 2,334 △ 4,071

(株) 日本政策投資銀行 △ 13,058 7,604 △ 20,662

その他５機関 △ 31 535 △ 566

事

業

系

機

関

自動車安全特別会計 △ 5,402 - △ 5,402

(独) 国立病院機構 2,590 1,052 1,539

(独) 鉄道建設・運輸施設整備支援機構(建設勘定) 7,077 - 7,077

(独) 都市再生機構 △ 5,430 5,359 △ 10,790

(独) 日本高速道路保有・債務返済機構 17,330 16,894 436

(独) 水資源機構 1,054 19 1,035

(国研) 森林研究・整備機構 7,166 6,353 814

中部国際空港 (株) △ 160 94 △ 254

その他５機関 108 90 18

合 計 35,645 136,754 △ 101,110

（出所）理財局財政投融資総括課

「政策コスト分析リポート2023・財政投融資対象事業に関する政策コスト分析（令和５年度）」

（https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-

of_filp/report/zaitoa20230731.html）

（注） マイナス（△）の政策コストは、分析期間全体を通じて、国への納付金・配当金等の現在価値の合計が、

国から投入される補助金等と出資金等の機会費用の現在価値の合計を上回ることを示しています。
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参考指標２：「財政投融資特別会計財政融資資金勘定の損益計算書・貸借対照表」

■損益計算書    （単位：億円）

損失 利益

科目 令和３年度 令和４年度 科目 令和３年度 令和４年度

諸支出金 1,682 1,620 資金運用収入 6,558 6,022

事務取扱費 60 55 雑収入 25 45

公債金利子等 5,145 4,777 本年度損失 304 385

合計 6,888 6,452 合計 6,888 6,452

■貸借対照表    （単位：億円）

借方 貸方

科目 令和３年度末 令和４年度末 科目 令和３年度末 令和４年度末

現金預金 81,122 66,157 預託金 324,486 354,444

貸付金 1,304,215 1,310,059 公債等 1,051,465 1,012,961

未収収益等 3,493 3,684 金利変動準備金 13,184 12,879

本年度損失 304 385

合計 1,389,135 1,380,284 合計 1,389,135 1,380,284

(出所)「財政投融資リポート2023［資料編］」
(https://www.mof.go.jp/policy/filp/publication/filp_report/zaito2023shiryo/index.html)

参考指標３：「財政投融資特別会計投資勘定の損益計算書・貸借対照表」

■損益計算書    （単位：億円）

損失 利益

科目 令和３年度 令和４年度 科目 令和３年度 令和４年度

事務取扱費 1 1 貸付金利息 1 8

地方公共団体金融機

構納付金収入交付税

及び譲与税配付金特

別会計へ繰入 400 500 預託金利子等 0 0

本年度利益 2,754 6,448 納付金 741 573

株式配当金 2,413 2,878

株式処分益 - 3,489

合計 3,155 6,949 合計 3,155 6,949
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■貸借対照表    
（単位：億円）

借方 貸方

科目 令和３年度末 令和４年度末 科目 令和３年度末 令和４年度末

現金預金 4,963 6,799 資本 33,212 33,212

貸付金 642 572 利益積立金 36,114 36,168

土地等 0 0 本年度利益 2,754 6,448

出資金 153,616 163,077 固定資産評価差益 87,141 94,620

合計 159,221 170,448 合計 159,221 170,448

(出所)「財政投融資リポート2023［資料編］」
(https://www.mof.go.jp/policy/filp/publication/filp_report/zaito2023shiryo/index.html)

（注）利益積立金の数値に誤りがあったことから、令和３年度末の数値を令和４年度政策評価書から修正してい
る。

参考指標４：「財政投融資に関するウェブサイトへのアクセス件数の推移」（単位：件）

令和４年度 令和５年度

財政投融資に関するウェブサイトへのアクセス件数 54,837 47,918

（出所）大臣官房文書課広報室調
（注）財務省ウェブサイト内に開設している財政投融資関連のページ（/policy/filp/indexを含むページ）へのア

クセス件数。

施策 政３－２－３：財政投融資対象機関に対するチェック機能の充実

測
定
指
標
（
定
量
的
な
指
標
）

[主要]政3-2-3-A-1：実地監査結果

独立行政法人等 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 達成度

目標値
％

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

計画件数 3 2 3 － －

実施件数 3 2 3 － －

実績
％

100.0 100.0 100.0 － － ○

地方公共団体等 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 達成度

貸付資金の
使用状況等
団体数

目標値
％

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

計画件数 201 135 148 168 167

実施件数 201 135 148 168 167

実績
％

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 ○
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